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  「生活保護法による医療扶助運営要領に関する疑義について」の一部改正について

（通知） 

 

  

今般、生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する

法律（平成 30年法律第 44号）の施行に伴い、「生活保護法による医療扶助運営要領に関

する疑義について」（昭和 48年５月１日付け社保発 87号厚生省社会局保護課長通知）の

一部を別添のとおり改正し、平成 30年 10月１日より適用することとしたので、了知の

上、その取扱いに遺漏のなきを期されたい。



別添 

「生活保護法による医療扶助運営要領に関する疑義について」（昭和 48年５月１日付け社援保発第 87号厚生省社会局保護課長通知） 

改正 現行 
１～18 （略） 

 

19 後発医薬品の給付について 

（問 31） 医師又は歯科医師（以下「医師等」という。）が一般名処方

をしているにもかかわらず、先発医薬品が給付された場合、法第 50

条第２項に基づく指定医療機関（指定薬局も含む）に対する指導の

対象としてよろしいか。また、この際の診療報酬についてはどのよ

うに取り扱えばよろしいか。 

（答） 設問の場合であっても、後発医薬品の在庫がない場合や後発医

薬品が先発医薬品より高額である場合、薬剤師による疑義照会の

結果、先発医薬品を給付することが適当であるとして、先発医薬品

を給付している場合が考えられるため、ただちに同指導の対象と

してはならない。対象となるかの判断に当たっては、調剤録等の閲

覧による薬剤師の疑義照会の状況確認や後発医薬品の在庫の状況

確認を適切に行うこと。その確認の結果、不適切な調剤があったこ

とが確認された場合は、同指導の対象として差し支えなく、当該指

定医療機関から診療報酬を返納させること。 

 

（問 32） 処方医が一般名処方又は銘柄名処方であって後発医薬品へ

の変更を可とする処方を行ったが、薬剤師による疑義照会を受け

た結果、先発医薬品の使用が必要であると判断した場合、どのよう

に取り扱うよう指導すればよろしいか。 

（答） 疑義照会の結果に基づき、先発医薬品が調剤されることとなる

ため、指定医療機関である病院又は診療所においては当該内容を

適切に診療録に反映するよう指導すること。なお、この場合、処方

医は改めて処方箋を交付する必要はない。 

また、指定薬局においては、先発医薬品の調剤に至った事情（疑

１～18 （略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 



義照会の内容及びその結果調剤した先発医薬品の情報）を処方箋及

び調剤録（薬剤師法第 28条ただし書きの場合を除く。）に記入しな

ければならない。 

 

（問 33） 医療扶助運営要領第５の（２）のイに基づき、先発医薬品

への処方の変更を希望する患者に対して福祉事務所が説明した後

も、なお当該処方の変更を求める患者がいた場合、どのように取り

扱うべきか。  

（答） 処方医との再相談や同行受診等の対応を行い、その結果に応じ

適切な対応を行うこと。 

 

（問 34） 後発医薬品の使用について十分説明しているにも関わらず、

同意しない被保護者について、法第 27条に基づく指導指示の対象

としてよろしいか。 

（答） 法第 34条第３項により、指定医療機関である病院・診療所及

び薬局において、医師による医学的知見に基づき後発医薬品の使

用が可能と認められる場合には、原則として後発医薬品が給付さ

れるものであり、患者の同意の有無により処方が変更されるもの

ではないことから、設問の場合において、被保護者に対して法第 27

条に基づく指導指示を行う必要はない。 

 

（問 35） 被保護者である患者本人が先発医薬品の薬剤費（10割相当

分）を負担すると申し出た場合、これを認めることは可能か。 

（答） 医療扶助においては、一連の診療行為（療養の給付）が対象と

なっており、診察、処方、調剤等を別々に給付することは予定して

いない。したがって、診察及び処方が医療扶助によって給付されて

いる場合、調剤のみを切り離して自己負担とすることは、認められ

ない。 

 

（問 36） 医療扶助運営要領第５の（２）のアの（ウ）に基づき、処

方医に連絡が取れず、福祉事務所に確認する必要が生じた場合の



 

具体的な取扱い如何。 

（答） 設問の場合、福祉事務所において、処方医が休診である等、医

師と連絡が取れない事情を確認した上で、先発医薬品の給付を行

うこと。また、初回調剤時に、夜間や休日等、福祉事務所にも連絡

が取れない場合には、事後的に福祉事務所に報告することとして、

先発医薬品を調剤しても差し支えない。なお、これらの対応を行っ

た場合は、速やかに（遅くとも次回受診時までに）薬剤師から処方

医に、処方の内容について確認すること。 

なお、これらの確認作業について、様式等は示さないので、電話

等で適宜実施していただいて構わない。 

 


